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東京海上セレクション・日本株式 

 
東京都千代田区丸の内１－８－２ 鉃鋼ビルディング 

お問い合わせ窓口 

東京海上アセットマネジメント サービスデスク 0120-712-016 

受付時間：営業日の９時～17時 

https://www.tokiomarineam.co.jp/ 

 

 

 

 
 

東京海上セレクション・

日本株式 

 

第24期 運用報告書（全体版） 
 

（決算日 2025年６月20日） 

 

受益者のみなさまへ 

毎々、格別のご愛顧にあずかり厚くお

礼申し上げます。 

さて、「東京海上セレクション・日本株

式」は、このたび、第24期の決算を行

いましたので、期中の運用状況をご報

告申し上げます。 

今後とも一層のお引き立てを賜ります

よう、お願い申し上げます。 

 

 

当ファンドの仕組みは次の通りです。 

商品分類 
追加型投信／国内／株式 
(課税上は株式投資信託として取扱われ
ます。） 

信託期間 無期限（2001年９月25日設定） 

運用方針 
信託財産の中長期的な成長を目指して
運用を行います。 

主要投資 
対 象 

東 京 海 上 
セレクション・ 
日 本 株 式 

ＴＭＡ日本株アクティブ 
マザーファンド 

ＴＭＡ日本株 
ア ク テ ィ ブ 
マザーファンド 

日本株式 

投資制限 

東 京 海 上 
セレクション・ 
日 本 株 式 

株式への投資割合は、制
限なし 

外貨建資産への実質投資
割合は、20％以下 

ＴＭＡ日本株 
ア ク テ ィ ブ 
マザーファンド 

株式への投資割合は、制
限なし 

外貨建資産への投資割合
は、20％以下 

分配方針 

毎決算時（原則として６月20日）に経費
控除後の利子、配当等収益および売買益
などのうちから、基準価額水準等を勘案
して、分配を行う方針です。 
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東京海上セレクション・日本株式 

 
原則、各表の数量、金額の単位未満は切り捨て、比率は四捨五入で表記していますので、表中の個々の数字の合計が合計欄の値と一致し

ない場合があります。ただし、単位未満の数値については小数を表記する場合があります。 

また、－印は組み入れまたは売買がないことなどを示しています。  

 

○最近５期の運用実績 
 

決 算 期 
基 準 価 額 ベ ン チ マ ー ク 

株   式 
組 入 比 率 

純 資 産 
総 額 (分配落) 

税 込 み 
分 配 金 

期 中 
騰 落 率 

 
期 中 
騰 落 率 

 円 円 ％  ％ ％ 百万円 

20期(2021年６月21日) 26,582 0 26.6 2,997.62 22.9 98.8 33,696 

21期(2022年６月20日) 24,430 0 △ 8.1 2,939.28 △ 1.9 98.9 31,959 

22期(2023年６月20日) 31,242 0 27.9 3,792.37 29.0 98.9 41,238 

23期(2024年６月20日) 36,179 0 15.8 4,630.39 22.1 99.0 48,703 

24期(2025年６月20日) 36,624 0 1.2 4,826.07 4.2 98.5 49,347 
 

（注） 当ファンドは親投資信託を組み入れますので、「株式組入比率」は実質比率を記載しています。 
 

 

○当期中の基準価額と市況等の推移 

年 月 日 
基 準 価 額 ベ ン チ マ ー ク 株   式 

組 入 比 率  騰 落 率  騰 落 率 

(期  首) 円 ％  ％ ％ 
2024年６月20日 36,179 － 4,630.39 － 99.0 

６月末 37,059 2.4 4,778.56 3.2 99.1 
７月末 36,642 1.3 4,752.72 2.6 99.1 
８月末 35,423 △2.1 4,615.06 △0.3 99.1 
９月末 34,527 △4.6 4,544.38 △1.9 98.9 
10月末 35,320 △2.4 4,629.83 △0.0 98.8 
11月末 34,757 △3.9 4,606.07 △0.5 99.2 
12月末 36,031 △0.4 4,791.22 3.5 98.8 

2025年１月末 36,353 0.5 4,797.95 3.6 99.2 
２月末 34,862 △3.6 4,616.34 △0.3 99.1 
３月末 34,125 △5.7 4,626.52 △0.1 98.6 
４月末 34,408 △4.9 4,641.96 0.2 98.1 
５月末 36,491 0.9 4,878.83 5.4 98.9 

(期  末)      
2025年６月20日 36,624 1.2 4,826.07 4.2 98.5 

 
（注） 騰落率は期首比です。 
（注） 当ファンドは親投資信託を組み入れますので、「株式組入比率」は実質比率を記載しています。 
 
ベンチマークはTOPIX（配当込み）です。 
配当込みTOPIX（以下「TOPIX（配当込み）」といいます。）の指数値およびTOPIX（配当込み）にかかる標章または商標は、株式会社ＪＰＸ
総研または株式会社ＪＰＸ総研の関連会社（以下「ＪＰＸ」といいます。）の知的財産であり、指数の算出、指数値の公表、利用等TOPIX（配
当込み）に関するすべての権利・ノウハウおよびTOPIX（配当込み）にかかる標章または商標に関するすべての権利はＪＰＸが有します。 
ＪＰＸは、TOPIX（配当込み）の指数値の算出または公表の誤謬、遅延または中断に対し、責任を負いません。ファンドは、ＪＰＸにより
提供、保証または販売されるものではなく、ファンドの設定、販売および販売促進活動に起因するいかなる損害に対してもＪＰＸは責任を
負いません。 
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○運用経過 (2024年６月21日～2025年６月20日) 

■期中の基準価額等の推移 
 

  

  
（注） 分配金再投資基準価額は、分配金（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォー

マンスを示すものです。 

（注） 分配金を再投資するかどうかについてはお客様がご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額により課税条件も異な

ります。したがって、お客様の損益の状況を示すものではありません。 

（注） 分配金再投資基準価額およびベンチマークは、期首（2024年６月20日）の値が基準価額と同一となるように指数化しています。 

（注） ベンチマークは、TOPIX（配当込み）です。 

 

◇基準価額の主な変動要因 
プラス要因 

・堅調な企業業績 

・米中両国による相互関税の大幅引き下げが好感されたこと 

 

マイナス要因 

・日銀の過度な金融引き締めに対する懸念 

・トランプ米政権の関税政策を受けた景気後退懸念 
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■投資環境 
当期の国内株式市場は上昇しました。 

期初は、円安米ドル高の進行などを受けた企業業績に対する期待感などにより、2024年７月初めにTOPIXが史上最高値を

更新しました。その後、７月の金融政策決定会合後に行われた日銀総裁の記者会見の内容が利上げに積極的と受け止められ

たほか、米国の景気減速懸念を受けて円高米ドル安が進行したことなどにより、国内株式市場は歴史的な暴落となりまし

た。しかし、日銀副総裁の発言内容が急速な利上げに慎重な内容だったほか、９月のFOMC（米連邦公開市場委員会）で0.5％

の利下げが実施されたことなどから安心感が広がり、国内株式市場は反転しました。11月に米国大統領選挙でトランプ氏が

勝利すると、関税強化への警戒や日米金融政策への思惑から、国内株式市場は一進一退の展開となりました。2025年４月に

はトランプ米政権が発表した想定を上回る相互関税や、米中の関税応酬を受けた世界的な景気後退懸念から、リスク回避姿

勢が強まる展開となりましたが、その後、米中両国が相互関税の一部を90日間停止すると表明したほか、両国による相互関

税の大幅引き下げが好感されるなかで、国内株式市場は上昇に転じました。 

 

■ポートフォリオについて 
＜東京海上セレクション・日本株式＞ 

「ＴＭＡ日本株アクティブマザーファンド」を主要投資対象とし、高位の組入比率を維持しました。 

当ファンドの基準価額は、マザーファンドの値動きを反映し、1.2％上昇しました。 

 

＜ＴＭＡ日本株アクティブマザーファンド＞ 

「業種配分」と「銘柄選択」を付加価値の源泉とし、中長期的にベンチマークであるTOPIX（配当込み）を上回る投資成果

を目標に運用を行いました。業種配分は、当社独自の業種分類によりセクターウェイトを決定し、個別銘柄については、徹

底した企業調査・分析をベースに成長性と割安度の双方の視点から銘柄選択を行いました。 

当期の業種配分は、日米の金融政策や政治動向およびトランプ米政権による関税政策の不透明感などを考慮して内需と

外需で中立的な戦略としつつ、中長期視点で個別の成長要因がある医薬・ヘルスケアやIT・エレクトロニクス関連をオー

バーウェイトとする方針としました。銘柄選択は、株価変動が極めて大きい環境下でファンダメンタルズ（経済の基礎的条

件）に基づいた銘柄選択を行いました。 

以上の運用の結果、基準価額は2.9％上昇しました。 

 

■当ファンドのベンチマークとの差異 
基準価額の騰落率は＋1.2％となり、ベンチマー

クの騰落率＋4.2％を、3.0％下回りました。 

 

（主な差異要因） 

プラス要因 

・エンターテインメントをオーバーウェイトとし

たことによる業種配分効果 

・ゲーム事業や半導体関連製品の業績拡大に期待

した民生用エレクトロニクス銘柄などの保有に

よる銘柄選択効果 

 

マイナス要因 

・半導体製造装置を中心とする産業用エレクトロ

ニクスをオーバーウェイトとしたことによる業

種配分効果 

・割安株物色が継続しバリュエーションが割高な

グロース銘柄がアンダーパフォームしたことに

よる銘柄選択効果 

  
（注） 基準価額の騰落率は分配金込みです。 

（注） ベンチマークは、TOPIX（配当込み）です。 
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■分配金 
当期においては、当ファンドが確定拠出年金向けに設定されたファンドであるという性格を鑑み、収益分配を行わないこ

ととしました。収益分配に充てなかった収益については信託財産内に留保し、当ファンドの運用方針に基づいて運用を行い

ます。 

 

◇分配原資の内訳 

 （単位：円、１万口当たり、税込み） 

項 目 
第24期 

2024年６月21日～ 
2025年６月20日 

当期分配金 －  

(対基準価額比率) －％ 

 当期の収益 －  

 当期の収益以外 －  

翌期繰越分配対象額 29,942  
 

（注） 対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分配金込み）に対する比率であり、ファンドの収益率とは異なります。 

（注） 当期の収益、当期の収益以外は小数点以下切捨てで算出しているため合計が当期分配金と一致しない場合があります。 

 

○今後の運用方針  

＜東京海上セレクション・日本株式＞ 

「ＴＭＡ日本株アクティブマザーファンド」を主要投資対象とし、高位の組入比率を維持します。 

 

＜ＴＭＡ日本株アクティブマザーファンド＞ 

米中の関税の応酬を受けた世界的な景気後退懸念は後退したものの、米国の関税政策の影響やそれに伴う日米の金融政

策動向、加えて中東などの地政学的リスクなど、グローバル経済および物価への影響については引き続き注視する必要があ

ると考えています。 

このような環境下、業種配分については、中長期の成長性が高いと判断する医薬・ヘルスケアやIT・エレクトロニクス関

連に注力する戦略を継続します。銘柄選択においては、トランプ米大統領による政策や地政学的リスクなどの世界経済の動

向、また、日本における金融政策の方向性やファンダメンタルズを確認しつつ、2025年度業績見通しも考慮し、成長率が高

いと判断する銘柄への投資を行い、ベンチマーク対比での超過収益の獲得を目指します。 
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○１万口当たりの費用明細 (2024年６月21日～2025年６月20日) 

項 目 
当 期 

項 目 の 概 要 
金 額 比 率 

  円 ％  

（a） 信 託 報 酬 586  1.650  (a)信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 

 （ 投 信 会 社 ） (273)  (0.770)  ＊委託した資金の運用、基準価額の計算、目論見書作成等の対価 

 （ 販 売 会 社 ） (281)  (0.792)  ＊購入後の情報提供、運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファンドの 
 管理および事務手続き等の対価 

 （ 受 託 会 社 ） ( 31)  (0.088)  ＊運用財産の保管・管理、委託会社からの指図の実行の対価 

（b） 売 買 委 託 手 数 料 16   0.046   (b)売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数 
＊売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料 

 （ 株  式 ） ( 16)  (0.046)   

（c） そ の 他 費 用 0   0.001   (c)その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数 

 （ 監 査 費 用 ） (  0)  (0.001)  ＊監査費用は、監査法人に支払うファンドの監査に係る費用 

 合 計 602   1.697    

期中の平均基準価額は、35,499円です。  

 
（注） 期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結

果です。 

（注） 消費税は報告日の税率を採用しています。 

（注） 各金額は項目ごとに円未満を四捨五入しています。 

（注） 売買委託手数料およびその他費用は、当ファンドが組み入れている親投資信託が支払った金額のうち、当ファンドに対応するものを含

みます。 

（注） 各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。 
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（参考情報） 

◯総経費率 

当期中の運用・管理にかかった費用の総額（原則として、募集手数料、売買委託手数料および有

価証券取引税を除く。）を期中の平均受益権口数に期中の平均基準価額（１口当たり）を乗じた数

で除した総経費率（年率）は1.65％です。 
 

  
（注） 当ファンドの費用は１万口当たりの費用明細において用いた簡便法により算出したものです。 

（注） 各費用は、原則として、募集手数料、売買委託手数料および有価証券取引税を含みません。 

（注） 各比率は、年率換算した値です。 

（注） 当ファンドの費用は、親投資信託が支払った費用を含みます。 

（注） 上記の前提条件で算出したものです。このため、これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生した費用の比率とは異なります。 
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○売買及び取引の状況 (2024年６月21日～2025年６月20日) 

 

銘 柄 
設 定 解 約 

口 数 金 額 口 数 金 額 
 千口 千円 千口 千円 
ＴＭＡ日本株アクティブマザーファンド 2,550,540 7,600,231 2,790,055 8,358,228 

 
 
 

○株式売買比率 (2024年６月21日～2025年６月20日) 

 

項 目 
当 期 

ＴＭＡ日本株アクティブマザーファンド 

(a) 期中の株式売買金額 114,628,221千円 
(b) 期中の平均組入株式時価総額 108,467,651千円 

(c) 売買高比率（a）／（b） 1.05   
 
（注） (b)は、各月末現在の組入株式時価総額の平均です。 

（注） (c)は、小数点以下２位未満を切り捨てています。 

 

○利害関係人との取引状況等 (2024年６月21日～2025年６月20日) 

 

 該当事項はございません。 

 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定される利害関係人です。 

 

○組入資産の明細 (2025年６月20日現在) 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

口 数 口 数 評 価 額 

 千口 千口 千円 

ＴＭＡ日本株アクティブマザーファンド 15,944,196 15,704,682 49,347,252 
 
 
 

  

親投資信託受益証券の設定、解約状況 

親投資信託残高 
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○投資信託財産の構成 (2025年６月20日現在) 

項 目 
当 期 末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％ 

ＴＭＡ日本株アクティブマザーファンド 49,347,252 99.0 

コール・ローン等、その他 475,876 1.0 

投資信託財産総額 49,823,128 100.0 
 
 
 

○資産、負債、元本及び基準価額の状況 （2025年６月20日現在) 

項 目 当 期 末 

  円 

(A) 資産 49,823,128,122   

 ＴＭＡ日本株アクティブマザーファンド(評価額) 49,347,252,679   

 未収入金 475,875,443   

(B) 負債 475,875,443   

 未払解約金 85,358,308   

 未払信託報酬 390,271,071   

 その他未払費用 246,064   

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 49,347,252,679   

 元本 13,473,945,891   

 次期繰越損益金 35,873,306,788   

(D) 受益権総口数 13,473,945,891口 

 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 36,624円 
 

（注） 当ファンドの期首元本額は13,461,687,974円、期中追加設定元

本額は2,170,063,776円、期中一部解約元本額は2,157,805,859

円です。 

（注） 上記表中の次期繰越損益金が△表示の場合は、当該金額が投資

信託財産の計算に関する規則第55条の６第10号に規定する額

（元本の欠損）となります。 

（注） 上記表中の１万口当たり基準価額が、投資信託財産の計算に関

する規則第55条の６第11号に規定する計算口数当たりの純資

産の額となります。 
 

○損益の状況 (2024年６月21日～2025年６月20日) 

項 目 当 期 

  円 

(A) 有価証券売買損益 1,618,100,374   

 売買益 1,989,421,193   

 売買損 △   371,320,819   

(B) 信託報酬等 △   785,358,560   

(C) 当期損益金(Ａ＋Ｂ) 832,741,814   

(D) 前期繰越損益金 14,772,049,672   

(E) 追加信託差損益金 20,268,515,302   

 (配当等相当額) (  24,731,501,945)  

 (売買損益相当額) (△ 4,462,986,643)  

(F) 計(Ｃ＋Ｄ＋Ｅ) 35,873,306,788   

(G) 収益分配金 0   

 次期繰越損益金(Ｆ＋Ｇ) 35,873,306,788   

 追加信託差損益金 20,268,515,302   

 (配当等相当額) (  24,740,192,716)  

 (売買損益相当額) (△ 4,471,677,414)  

 分配準備積立金 15,604,791,486   
 

（注） (A)有価証券売買損益は、期末の評価換えによるものを含みます。

（注） (B)信託報酬等は、消費税等相当額を含めて表示しています。 

（注） (E)追加信託差損益金は、信託の追加設定の際、追加設定をした

価額から元本を差し引いた差額分です。 

（注） 分配金の計算過程は以下の通りです。 

項 目 当 期 

a. 配当等収益(費用控除後) 455,396,819円 

b. 有価証券等損益額(費用控除後) 377,344,995円 

c. 信託約款に規定する収益調整金 24,740,192,716円 

d. 信託約款に規定する分配準備積立金 14,772,049,672円 

e. 分配対象収益(a＋b＋c＋d) 40,344,984,202円 

f. 分配対象収益(１万口当たり) 29,942円 

g. 分配金 0円 

h. 分配金(１万口当たり) 0円 
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○お知らせ  

・2023年11月に成立した「投資信託及び投資法人に関する法律」の一部改正の施行により、従来運用報告書の

書面交付義務としていた規定が、電磁的方法を含む情報提供義務と改められることに伴い、2025年４月１日

付で所要の約款変更を行いました。 

 

 上記の通り、2023年11月に「投資信託及び投資法人に関する法律」の一部改正が行われ、交付運用報告書に

ついては書面交付を原則としていた規定が変更されました。本件により、デジタル化の推進を通じて顧客の

利便性向上を図るとともに、ペーパーレス化による地球環境の保全など、サステナビリティへの貢献に繋が

るものと捉えております。今後も顧客本位の業務運営を確保しつつ、電磁的方法での情報提供を進めてまい

ります。 

 

○（参考情報）親投資信託の組入資産の明細 (2025年６月20日現在) 

＜ＴＭＡ日本株アクティブマザーファンド＞ 
 下記は、ＴＭＡ日本株アクティブマザーファンド全体(36,039,487千口)の内容です。 

 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

建設業（1.8％）    

鹿島建設 405.9 406.1 1,525,311 

高砂熱学工業 － 61.8 424,627 

食料品（3.1％）    

山崎製パン 192.1 － － 

アサヒグループホールディングス 98.7 － － 

キッコーマン 413.5 669.1 856,113 

味の素 184.9 515.4 1,894,610 

キユーピー － 220.5 719,050 

ニチレイ 89.4 － － 

東洋水産 59.4 － － 

繊維製品（1.0％）    

東レ － 1,138.7 1,104,652 

化学（5.8％）    

クラレ 24.1 － － 

レゾナック・ホールディングス 127.9 188.5 583,973 

信越化学工業 650.6 765.1 3,372,560 

エア・ウォーター 305.9 － － 

三井化学 177.1 － － 

東京応化工業 268.9 304.4 1,220,035 

富士フイルムホールディングス 220.8 211 650,724 

資生堂 88.1 － － 

ライオン － 407.6 614,457 

ユニ・チャーム 129.7 － － 

医薬品（4.8％）    

武田薬品工業 － 15.7 67,321  

 
銘 柄 

期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

アステラス製薬 793.1 － － 

日本新薬 － 95.6 325,040 

中外製薬 129.2 276.6 1,988,477 

エーザイ 8.6 － － 

ロート製薬 245.8 － － 

ＪＣＲファーマ 543.9 611.7 331,541 

第一三共 791.8 780.3 2,581,232 

非鉄金属（1.6％）    

住友電気工業 510.6 221.2 633,074 

フジクラ － 173.2 1,188,152 

機械（5.5％）    

三浦工業 － 170.2 476,730 

ＤＭＧ森精機 336.7 － － 

ディスコ 44.7 52.3 1,918,887 

ＳＭＣ 18.1 － － 

小松製作所 275.1 － － 

荏原製作所 38.6 429.5 973,891 

ダイキン工業 25.8 － － 

ＴＨＫ － 149.5 578,266 

三菱重工業 314.8 641.4 2,212,830 

電気機器（27.5％）    

イビデン 251.2 297.6 1,782,028 

日立製作所 235.9 282 1,125,180 

三菱電機 417.7 734.7 2,209,242 

富士電機 101 － － 

安川電機 53.5 － －  

国内株式 
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銘 柄 

期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

ニデック 176.4 547.1 1,571,271 

ジーエス・ユアサ コーポレーション 91.3 172 442,642 

日本電気 － 789.4 3,231,803 

富士通 477.8 679.8 2,318,118 

ルネサスエレクトロニクス 1,304.7 1,305 2,521,912 

ソニーグループ 336 1,807 6,517,849 

日本光電工業 128.3 282.3 478,075 

アドバンテスト 254 253.1 2,488,226 

キーエンス 24.3 38.8 2,179,784 

シスメックス 390.9 273.1 669,914 

村田製作所 842.8 816.2 1,684,228 

東京エレクトロン 98 60.1 1,441,498 

輸送用機器（7.1％）    

デンソー 54.4 － － 

川崎重工業 － 69.7 720,001 

トヨタ自動車 1,726.9 1,715.7 4,293,539 

アイシン － 458.6 826,626 

本田技研工業 722.7 － － 

スズキ 726.9 831.9 1,411,318 

シマノ － 34.6 696,152 

精密機器（1.2％）    

島津製作所 122.8 － － 

ＨＯＹＡ － 81.6 1,377,816 

その他製品（5.2％）    

バンダイナムコホールディングス 564.7 517.1 2,530,687 

任天堂 256.1 256.2 3,261,426 

陸運業（2.0％）    

東日本旅客鉄道 － 350.1 1,067,805 

山九 － 75.4 582,540 

九州旅客鉄道 184.8 158.1 593,033 

ＳＧホールディングス 443.7 － － 

海運業（－％）    

日本郵船 138.5 － － 

空運業（－％）    

ＡＮＡホールディングス 302.4 － － 

情報・通信業（12.3％）    

ＧＭＯペイメントゲートウェイ 131.3 131.4 1,173,402 

Ａｐｐｉｅｒ Ｇｒｏｕｐ 123.4 300.7 476,008 

野村総合研究所 386 190.3 1,110,971 

メルカリ － 333.1 924,352 

メドレー 52.7 － － 

ＪＴＯＷＥＲ 71.1 － － 

ＬＩＮＥヤフー － 2,740.3 1,475,377 

大塚商会 168.1 － －  

 
銘 柄 

期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

ＡＮＹＣＯＬＯＲ 146.4 146.4 743,712 

日本電信電話 － 13,248.8 2,017,792 

ＫＤＤＩ 403 － － 

ＫＡＤＯＫＡＷＡ 179.7 179.7 718,081 

東宝 102.9 121 986,029 

カプコン 216.5 216.5 1,020,148 

ソフトバンクグループ 315.3 345.6 3,103,142 

卸売業（1.1％）    

三井物産 132.5 327.5 957,118 

三菱商事 381.9 － － 

トラスコ中山 151 150.9 310,401 

小売業（2.7％）    

エービーシー・マート 381.1 － － 

クスリのアオキホールディングス 103.6 － － 

良品計画 423.9 293.6 1,938,934 

パン・パシフィック・インターナショナルホールディングス 251.2 218.7 1,044,948 

ファーストリテイリング 14.9 － － 

銀行業（6.0％）    

楽天銀行 238.4 － － 

三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 2,203.7 1,922.1 3,762,510 

三井住友フィナンシャルグループ 319.8 831.5 2,976,770 

千葉銀行 430.6 － － 

保険業（2.3％）    

第一生命ホールディングス 174.4 2,342.7 2,511,374 

その他金融業（0.6％）    

オリックス 314 218.5 667,954 

不動産業（1.7％）    

ＳＲＥホールディングス 95.3 95.2 342,720 

三井不動産 426.2 1,121.7 1,558,041 

三菱地所 186.4 － － 

サービス業（6.7％）    

エムスリー － 675.1 1,346,149 

オリエンタルランド － 196.5 628,800 

サイバーエージェント 815 815.3 1,261,676 

テクノプロ・ホールディングス － 129.2 537,601 

リクルートホールディングス 263.6 280.7 2,181,600 

ベイカレント 220.8 130.8 958,633 

アンビスホールディングス 177.7 － － 

共立メンテナンス － 153.6 511,948 

合 計 
株 数 ・ 金 額 27,943 49,250 111,510,480 

銘柄数＜比率＞ 90 77 ＜98.5％＞ 
 

（注） 銘柄欄の( )内は、国内株式の評価総額に対する各業種の比率

です。 

（注） 合計欄の< >内は、このファンドが組み入れている親投資信託

の純資産総額に対する評価額の比率です。 
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